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1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

776 2,350 2,389 2,571

1,885 2,105 2,147 2,000

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

・地域のニーズに応えた新分野・幅広い分野に対応した訓練体制づくりのためには、訓練指導員のより一層の資質向上が必要であること

から、計画的な研修の実施を進めていく。

目標に対

する成果

の状況

・受講を計画していた講座の中止や、業務との調整がつかず受講を辞退した講座が９コースあり、目標を達成できなかった。

 概算事業費（B（A）+C） 1,987 1,920 1,900 4,571

0 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

4,455 4,536

概　算

人件費
0

1,987 1,920 1,900

0

職業訓練指導員資質向上研修 直接

4,455 4,536 4,571

合計（A) 2,661 4,571

H25:

延べ64人

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 3,734

補正予算 -1,073

代替指導員の配置 直接

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

部内専門研修 直接 指導技法研修をゼロ予算で実施 74 0 74

研修派遣する指導員の代替指導員の、配置要望がな

かったため実績なし

999

県の機関の職員等の研修のため

（職業能力開発促進法第15条、19条及び第28条）

課・室 人材育成課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－１ 信州をけん引するものづくり産業の振興

目指す姿

現状

（予算編成

時）

　４ 人材の育成・確保

１－６ 職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

担

当

課

県民との協働による実施： 困難

4,571

　工科短期大学校及び技術専門校の訓練指導体制の充実には、訓練指導員等の資質向上が必要不可欠であり、計画的な資質向上研

修等の受講により、訓練サービスの一層の充実を図る。

　次に該当する指導員を対象に職業能力開発総合大学校、民間機関等で研修を行い、資質向上を図っている。

　○　技術革新分野や専門性の高い分野に関する訓練指導を担当する者

　○　カリキュラムの再編等で新たな職種に関する訓練指導を担当する者

　○　訓練生の進路指導等に必要な知識を取得する者

　○　関係法令等により研修の受講を義務付けられている者

成果目標の達成状況

項目

研修受講者数

事業番号 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 職業訓練指導員研修事業職業訓練指導員研修事業職業訓練指導員研修事業職業訓練指導員研修事業

部局 産業労働部

　１ 職業能力開発の推進 実施期間 S13 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

延べ66人 延べ58人 未達成

　資質向上研修については、指導員定数等の３／４以上（延べ受講者数）の受講を目標とする。

　　・　工科短期大学校（教授等定数29）＋技術専門校（訓練指導員定数51）

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

－

0 999

職能大派遣研修、ポリテク派遣研修、民間派遣研修 3,463 1,900 3,498

合計 4,536 1,900


